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日本企業の課題
藤野仁三氏（以下、藤野）：最近の世

界のSEP判例を追跡・調査していま

すが、日本企業の名前は全然出てきま

せん。SEPの領域では日本企業の存

在感は完全に過去のものになってし

まったという感じがします。

二又俊文氏（以下、二又）：とても憂

慮 し て い ま す。 日 本 のSEP判 例 は

2014年の知財高裁大合議で止まって

います。その背景にあるのは日本に残

る極端な裁判アレルギーです。事業の

行方を左右しかねない標準を下支えす

るSEPに、利害の対立は避けられま

せん。世界ではその対立を解決する裁

判の仕組みが整ってきていますが、日

本では争うこと、まして裁判で争うこ

とはとてもよくないことと思われてい

ます。本当にそうなんでしょうか。

松永章吾氏（以下、松永）：日本でも

裁判をやればいいと思うんですよね、

特にIoT分野では。そうしないと、い

つまでたっても日本では誠実交渉ルー

ルの形成やその理解が進みません。日

本で裁判はやらないと公言している

SEPホルダーが、日本のIoTメーカー

に侵害通知あるいはライセンスオ

ファーのレターやメールを何度送って

も、半分以上が完全に無視して返答も

してこないので困っていると言うんで

す。SEPに基づく差止めの仮処分申

立てが認められないドイツと違って日

本では可能ですし、裁判所の費用も、

高額となる本訴訟とは対照的に一律

たったの2000円です。おまけに弁護

士報酬も欧米と較べて格段に安いとい

われていますから、連絡を無視した相

手には片っ端から全部仮処分を申し立

てて、その手続き中に交渉を試みたら

いいと思います。SEPに基づく差止

めは例外的だとする日本の裁判所も、

最後まで交渉の席に着かない実施者を

保護するようなことはさすがにないで

しょうから。

二又：日本の場合は製造業が中心です

ので、サプライチェーンの中で企業同

士がどこかで関係することが少なくあ

りません。例えば部品製造会社であれ

ば、その事業部門のどこかが自動車

メーカーのOEMに関係するような

ケースです。そうすると、その中では

あまりいろんなことを荒立てるのはよ

くないという忖
そん

度
たく

が過度に働いて、な

かなか裁判で利害を争うことにはなら
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ないのでしょう。

池田毅氏（以下、池田）：世界の趨
すう

勢
せい

と し て ラ イ セ ン ス を 受 け る 意 思

（Willingness）の要件の判断が厳しく

なっているとはいえ、日本の裁判所に

おいて実施者側がそう簡単に差し止め

られることはないと思います。その意

味では、松永さんが指摘された権利者

側もそうですが、実施者側も裁判手続

きをもっと活用すればいいのにと思い

ます。差止めのリスクなく、裁判所に

ロイヤルティーの料率だけを決めても

らえるのであれば、どんどんやればい

いと思うんです。前半（注：2024年

８月号pp.５～ 11）でも申し上げたよ

うに、ビジネスにおけるSEPの活用

という面で、日本はかなり後れを取っ

ています。それは一朝一夕に解決でき

るような問題ではないのですが、せめ

て司法は何とかできないものかなと思

います。英国の「Unwired Planet対

ファーウェイ事件」などが注目されて

います。英国が今、通信技術分野にど

れだけの技術的な貢献をしているかと

いうと、有力な会社は限られていると

思いますが、それでも裁判においては

存在感を発揮しているんです。

藤野：Unwired Planetの英国最高裁の

判決ですが、担当したのは所長や古参

の裁判官と特許専門の裁判官から成る

パネルです。力の入れ方が半端じゃな

いですね。それであれだけのインパク

トを世界に与えたわけです。

池田：判決をきちんと出して、その理

屈がまともだったら、ちゃんと世間は

見てくれるのに、日本では裁判所に誰

も持って行かない。知見を持つ裁判官

は日本にいるし、世界に比べてレベル

も高い。あの方々が判断すれば、それ

なりにいい判決が出ると思います。だ

から、そこをどう変えるか。産業界全

体を変えるのはなかなか難しいですけ

れども、せめて法律の世界ぐらいもう

ちょっとうまく使えないものかなと思

います。

藤野：具体的に何が問題なのですか。

意識の問題でしょうか。

二又：やっぱり企業が自分の事業をビ

ジネス面から考え、もし新たな利害調

整の場が必要なら、司法の場も活用し、

過度の忖度に陥らない意識が大事だと

思うんです。

池田：前半の話と通底しますが、今の

日本企業にとってこれはただの嵐みた

いな問題になっていて、だから事業の

面でも裁判の面でも、自分たちが主体

的にやろうという気にはならない。絶

対使わないといけない技術のフォロ

ワーになるということの怖さを、今の

日本企業はあまり感じなくなっている

のかもしれません。3Gの時は、当時

の 中 国 で す ら、 世 界 規 格 で あ る

W-CDMAやcdma2000とは異なる中国

独自規格を開発し採用して、とにかく

おまえらの言うようにはさせないぞと

いう気構えだったように思います。

藤野：日本では裁判はお金もかかり、

裁判事例が少ない原因はそこにあると

もいわれていました。今は円安で潤っ

ている自動車業界なので、もう少しそ

こに投資したほうがよいのではないか

と思うのですが。

二又： EVなど、３年、４年の短期で

見えている分野は意外に投資しやすい

んでしょうが、4G、 5Gなどの標準化

は10年単位で進むから見づらいんで

す。例えば、今だったらBeyond 5Gの

藤野 仁三 氏
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24-05-448_019-023_Round-table Talk.indd   20 2024/08/09   10:48:23



Round-table
Talk

Round-table
Talk

談論風発
標準必須特許といかに向き合うべきか（続）

212024 No.9  The Invention

時代で、企業はそんな訳の分からんと

ころに費用投資はできないと躊
ちゅう

躇
ちょ

す

るのでしょう。それよりSEP問題は

金で解決すればよい、海外の裁判動向

は関係ない――などと言い切る知財責

任者もおられます。だから、SEP問

題にお金をかけるようになるには、そ

こに価値を見いだし、何が危機の理由

なのか分かる必要があります。それが

ないと企業は動かないですね。

藤野：裁判はビジネス投資でもあるの

で、ビジネスの土俵作りのための投資

というのをもう少し積極的にやっても

いいような気がします。先ほどから指

摘があったように、嵐が過ぎ去るのを

ひたすら願っている雰囲気が影響して

いるのでしょうか。

松永：実施者側でもやれることはいろ

いろあります。最近では、自動車業界

でも5G規格の出願をしている企業が

いくつもあります。クロスライセンス

には生かせそうにないのに、何のため

にそんな出願をするのかといったら、

権利者としてSDO（標準化団体）の

会議に出て、情報収集や意見表明をす

るということのようです。

二又： 極論かもしれませんが、もう

車はいずれ全部ソフトで制御できるよ

うになる。だから、例えば車の内燃エ

ンジンが消え、EVになればドラムブ

レーキも要らなくなる。電気の制御だ

けで動くので、ソフトが制御する形に

変わっていく。こんなテクノロジーの

大変革の時代に突入しています。その

なかの知財部だから覚悟して、頭をよ

ほどめちゃくちゃに柔軟にしないとい

けない。

松永：日本でも、ICT企業で標準化や

渉外を経験した人たちが、自動車業界

やその他のIoT企業に転職して積極的

にライセンス戦略の構築を検討してい

る例がいくつもあります。4Gでの自

動車業界の失敗を見て、競争領域での

競争に注力できるように、そのような

実務家の採用に投資しているIoT企業

の動きがあることも事実です。

自動車業界の役割
藤野：ダイムラーの名前がよく出てき

ますよね、ダイムラーのビジネス戦略

に特異なものがあるのですか。

松永：従来特許（Non-SEP）と異なり、

標準化技術を実装すれば実施が回避で

きないSEPについては、そもそもサプ

ライヤーに非侵害の保証やライセンス

料の補償義務を負わせる許容性があり

ません。それでもなおサプライヤーへ

の契約責任を追及する自動車メーカー

はダイムラーだけではないでしょう。

ドイツでも日本でも事情は同じです。

正面からノキアとぶつかって10件も

の差止訴訟を戦ったのはダイムラーだ

けでしたし、シャープにもコンバーサ

ントにも提訴されて全件敗訴したの

で、最も目立った存在であったという

ところかと思います。

藤野：では、日本も大体似たようなも

のでしょうね。

松永：多分そうなのでしょう。もっと

も、現時点でも5Gモジュールが搭載

されない状況を見ると、ドイツよりも

深刻なのかもしれません。

藤野：でも、この問題が自動車業界に

とって大きな嵐だと思えば、誰かフ

ラッグを揚げて頑張るぞっていう会社

は日本で出てこないのでしょうか。

松永：結局、これは支払い能力の問題

二又 俊文 氏

池田 毅 氏
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なので、下流で解決するしかないので

す。例えばTier 1（一次請け）サプラ

イヤーが販売する「車載テレマティク

ス制御ユニット」（TCU）がせいぜい

100ドルぐらい、これに搭載される実

施部品（NAD）が20ドルくらいとしま

す。仮に完成品メーカーがアバンシ

（Avanci）から29ドルのライセンスを

取って全額を求償請求すると、Tier 1

のサプライヤーでも単独では負担しき

れないですね。SEPのロイヤルティー

はStandard Essential Cost、車の部品

のコストと一緒です。

二又：今、コネクテッドカーのライセ

ンス交渉では5Gがテーマです。しか

し、日本と中国だけがまだ5Gライセ

ンスの手当てができていない。確かに

5Gの普及速度がスローということも

あるのですが、V2X（車とあらゆるモ

ノがつながる無線技術）が見えていま

すので、ライセンスも準備しないとな

らない。中国は国ががっちり仕切って

いるから我流で行けるのでしょうが、

日本だけが5Gで世界の潮流から取り

残されているのではないでしょうか。

松永：欧州では、もう5Gのコネクティ

ビティがないと中国車との競争に生き

残れなくなると言われています。

藤野：かつて自動車メーカーは部品

メーカーからの特許保証により特許問

題を封じていました。結局、SEPの

問題は旧来型の特許保証の思想を引き

ずっているわけですか。

二又：購買契約は、そんな簡単に変わ

るものじゃないんで、そこの根本部分

は変わらない。知財部門も購買部門に

命令はできないのが現状でしょう。

池田：「ファーウェイ対ZTE事件」の

後に生じた「License to all かAccess 

for allか※」という紛争は一体何だっ

たのかと思うんですね。最終製品だけ

を狙い撃ちされると、不当に高い金額

が取られるというのがLicense to all

論者の論拠だったと思うんですけれど

も、他方、上流のプレーヤーは支払い

能力がないから、結局逃げ回るだけに

なっちゃう。裁判所はどっちが正しい

かという観点で、まともな額を払えな

いって言っているほうがおかしいと

思っているのではないでしょうか。少

なくとも自動車会社が言っているよう

な、Access for allが過大な請求につ

ながるという問題点は、自動車会社が

それについて裁判所を説得しきれな

かったというのが現状なんだと思うん

です。私個人は法的な理屈としては

License to allに合理性があると思っ

ていますが、裁判所とかが自動車会社

の味方をしてくれていないというの

は、それはやっぱり逃げ回っているだ

けって見られてしまっているという現

実として受け止めないといけないので

はないでしょうか。

松永：確かに、追いかける権利者も大

変です。ライセンス交渉には多大なリ

ソースがいりますから。

二又： FRANDレートを決定するのに

以前存在したトップダウンアプローチ※

は、世界各国でSEP判例が積み重ね

られるなか、比較可能なライセンス契

約が裁判のなかで潤沢に開示され、今

は大きくコンパラブルライセンスアプ

ローチに移行されています。FRAND

レートを決定するのに熱心なのは英国

と中国ですが、いずれもコンパラブル

License to all かAccess for allか
FRAND宣言をしたSEP権者が、ライセンスの取得を希望する者に対して、サプライチェーンにおける取引段階にかかわらずライセンス
をしなければならないという考え方。これに対してAccess for allとは、SEP権者はサプライチェーンのいずれかの者にライセンスを
すれば足りるとする考え方。

トップダウンアプローチ
規格に関連するSEPが多数存在する場合、その規格に対して支払う累積の実施料が高額になる。この問題を回避するために裁判所が示し
た実施料の算定方法。規格に関連する全SEPのロイヤルティーの上限を決め、その後に各SEPの規格への貢献度を考慮して個々のSEPの
ロイヤルティー額を決める手法。
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が中心です。ただコンパラブルといっ

ても実は、中国以外のコンパラと中国

のコンパラの２つがあるように思いま

す。中国のコンパラは世界のコンパラ

と違ってレートが非常に安い、いわゆ

るチャイナレートで20 ～ 30社あるか

ら、それとの比較なので世界のコンパ

ラブルライセンスよりはるかに低廉な

レートが決まる仕組みになっています。

松永：ただ、世界のコンパラブルライ

センスも本当にコンパラブルなの？　

というふうに裁判所も疑問を持ってい

ます。ドイツの裁判所が数多くライセ

ンスされた条件なら、特許権者はその

根拠を説明しなくてもいいと言ってい

るのに対し、英国の裁判所は締結済み

のライセンス契約を調べて真にコンパ

ラブルなものかを判断するようになり

ました。

二又： はい、確かにおっしゃるよう

にコンパラブルも万能ではないと思い

ます。権利者が裁判で都合のいい比較

可能なライセンス契約ばかりを集め、

それを裁判所が否定した事案もありま

したね。

あるべき姿
藤野：これから日本企業はどうあるべ

きかについてはいかがでしょう。

池田：もう意識改革しかない。権利者、

実施者も同じですよね。やっぱりこれ

は戦略的にやるしかない。SEPを普

通の特許と同じように見るからいけな

いんじゃないですかね。

藤野：技術者からすると、SEP問題

は特許法の問題じゃないんですよね。

むしろ周辺の問題、見方によっては特

許外の問題――そういう見方をする傾

向があります。

二又：特許法の枠組みだけからSEP

問題を見ることは視野狭
きょう

窄
さく

だと思いま

す。SEPの議論はかなりビジネスに

直結するものだと思います。SEPは

攻守いずれに立つにしても戦略的な

ツールとして有用です。日本での議論

を見ると、残念ながらSEP戦略の実

現には時間、費用、経験、人材など多

くの要素が欠かせないため、「SEP嫌

い」の知財関係者もいます。しかし、

私は避けて通れない分野だと思ってい

ます。

藤野：しかも発展途上国が準主役で

しょ。今や、主役を取ろうというぐら

いの動きですね。

松永：そうです。欧州委員会のSEP規

則案に揺れる欧州を尻目に、今後は

マーケットが大きいインドやブラジル

の裁判所に事件が集まって主役になる

かもしれないですね。インドはドイツ

や英国と同様に実施者のホールドアウ

トに厳しい判断を積み重ねています。

二又：最後に、やはり人材ですね。

SEPをビジネス戦略として分かる人

材は日本にはもう数えるほどしかいな

いかもしれません。弁護士でもSEP

が分かっている方といったら10人いな

いんじゃないかと思うんです。

池田：弁護士も足りていませんが、弁

護士を育てる前提として、依頼者とな

る企業にSEPの分かる人材が増えな

ければいけないと思います。

松永：これは企業の知財部だけではな

くて経営者が認識しなければならない

重要な問題です。権利者にとってはも

ちろん、実施者側にとっても、事業リ

スクを回避し、競争領域での競争に負

けないための高度な事業戦略です。

藤野：ありがとうございました。
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